
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本 書 の 見 方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

工業統計調査について 
 

１．工業統計調査とは 

工業統計調査は、統計法に基づく国の指定統計調査（新統計法（平成１９年５月２３日法

律第５３号）では基幹統計に指定）であり、明治４２年の調査開始以来約１００年の歴史を有

しています。また、工業統計調査は人口・家族構成などを調査する国勢調査に次ぐ基本的

な統計調査として、「製造業の国勢調査」とも呼ばれています。  

 

２．調査の目的  

我が国の製造業の実態を明らかにすることを目的としており、産業政策、中小企業政策な

ど国や都道府県などの地方公共団体の行政施策のための基礎資料となります。また、我が

国の経済統計体系の根幹を成し、経済白書、中小企業白書などの経済分析及び各種の経

済指標へデータを提供することを目的としています。  

 

３．調査対象  

日本標準産業分類（ＪＳＩＣ）に掲げる「大分類Ｅ－製造業」に属する全国の事業所（国に

属する事業所及び製造加工を行っていない本社などを除く）を対象としています。 

なお、昭和５６年から西暦の末尾０、３、５、８年に全数調査を実施し、それ以外は従業者４

人以上の事業所を調査の対象としています。 

 

４．調査の種類  

甲調査―従業者数３０人以上の事業所を対象。常に全数が調査対象です。 

乙調査―従業者２９人以下の事業所を対象。調査年によっては、従業者数３人以下の事

業所は調査対象外です。 

 

５．調査の期日  

毎年末（１２月３１日）現在です。 

 

６．調査の方法（平成２２年調査時点）  

本調査を行う方式には次の３種類があります。  

① 調査員調査方式・・・対象事業所に対し、調査員が調査票を個別に配布し、回収する

調査方法です。 
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② 本社一括調査方式・・・経済産業大臣が指定する企業（３カ所以上の調査対象事業所

を有し、かつ本社一括調査を希望する企業）に対し、経済産業省が傘下調査対象事

業所ごとの調査票等関係用品を送付し、企業が事業所ごとの調査票を作成し、経済

産業省へ一括して提出する調査方法です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 国直轄事業所調査方式・・・前年工業統計調査実施時点の従業者数が２００人以上

の事業所を対象に経済産業省が直接調査票等関係用品を送付・回収する調査方法

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．主な調査内容  

従業者数、現金給与総額、原材料・燃料・電力使用額、有形固定資産額、製造品在庫

額等、製造品出荷額等、内国消費税額、事業所敷地面積、工業用水の使用量などです。  

 

８．公表物一覧  

① 速報  

従業者４人以上の事業所について、調査実施から約９か月後に、主要調査項目

（事業所数、従業者数、現金給与総額、原材料使用額等、製造品出荷額等、付加価

値額、有形固定資産投資総額など）を産業中分類別（２桁分類）、従業者規模別、都

道府県別に集計して公表しています。  

 

経済産業省

調査票等の作成

総括
審査
・
集計

公表

都道府県

本社一括調査
方式を希望す
る企業の本社

データ入力／審査

傘下の全事
業所の調査
票に記入

本社から送付され
た調査票を、各事
業所所在地の都道
府県に送付

調査票（事業所分の枚数を本社に一括送付）

【郵送・オンライン】

記入済み調査票（各事業所分を本社から一括送付）

【郵送・オンライン】

経済産業省

調査票等の作成

総括
審査
・
集計

公表

都道府県

従業者数
２００人
以上の事
業所

データ入力／審査

調査票に
記入

送付された調査票を、
各事業所所在地の都
道府県に送付

調査票 【郵送・オンライン】

記入済み調査票 【郵送・オンライン】



 

 

② 確報  

調査実施から約１年３か月後に「工業統計表」として、各編（「品目編」、「産業編」、

「市区町村編」、「用地・用水編」、「工業地区編」、「産業細分類別統計表（経済産業  

局別・都道府県別表）」、「企業統計編」）を順次集計して公表しています。  

 

９．調査結果の利用  

工業統計調査の結果は、工業関係の様々な計画や施策の基礎資料として利用されてい

ます。その例を挙げると、次のとおりです。  

① 国や地方公共団体が都市計画を作る場合  

② 国や地方公共団体が総合開発計画や地域開発計画を作る場合  

③ 国や地方公共団体が工業用地や工業用水について計画を作る場合  

④ 国や地方公共団体が景気対策、中小企業対策の立案をする場合  

⑤ 企業が各種製品の生産、販売、サービス計画を作る場合  

⑥ 企業が新製品、新分野の開発調査をする場合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

利用上の注意  
 

１． 工業統計調査の範囲は、日本標準産業分類に掲げる「大分類Ｅ－製造業」に属する事業所（国に属する

事業所を除く）です。工業統計調査は、西暦の末尾０、３、５、８年に全数調査を実施し、それ以外は従業

者４人以上の事業所を調査の対象としています。 

このため、本書では伸び率をみる際、平成２０年の全事業所（全数調査）の場合は前回調査年（平成１

７年）と比較（前回比）し、平成２０年の従業者４人以上の事業所などの場合は前年（平成１９年）と比較

（前年比）しています。   

 

２． 工業統計調査における産業格付けの方法は、製造品が単品の事業所については品目６桁番号の上４

桁で産業細分類を決定し、品目が複数の場合は、上２桁の番号（中分類）を同じくする品目の製造品出

荷額等をそれぞれ合計して、その額の最も大きい物で２桁番号を決定しています。その決定された２桁

番号のうち、上記と同様の方法で３桁番号（小分類）、さらに４桁番号（細分類）を決定し、最終的な産業

格付けを行っています。 

 

３． 本書では、文中、図等で表示されている産業中分類名については略称を用いています。産業中分類の

略称については次のとおりです。 

 

（注１） 「第Ⅰ部 我が国の製造業の現状」の「第２章 産業別にみた製造業の現状」の平成１７年の産業分

類は、当該分類に組み替えたもので計算しています。 

 

（注２） 長期時系列における産業分類改訂の制約により、別途、産業を統合して略称を用いている箇所があり

ます。詳細は、「長期時系列のデータ等について」をご覧下さい。 

 

 

 

産業中分類名 産業中分類名

食料品製造業 食料品 食料 窯業・土石製品製造業 窯業・土石製品 窯業

飲料・たばこ・飼料製造業 飲料・たばこ・飼料 飲料 鉄鋼業 鉄鋼業 鉄鋼

繊維工業 繊維工業 繊維 非鉄金属製造業 非鉄金属 非鉄

木材・木製品製造業（家具を除く） 木材・木製品 木材 金属製品製造業 金属製品 金属

家具・装備品製造業 家具・装備品 家具 はん用機械器具製造業 はん用機械 は用

パルプ・紙・紙加工品製造業 パルプ・紙・紙加工品 紙パ 生産用機械器具製造業 生産用機械 生産

印刷・同関連業 印刷・同関連業 印刷 業務用機械器具製造業 業務用機械 業務

化学工業 化学工業 化学 電子部品・デバイス・電子回路製造業 電子部品・デバイス 電子

石油製品・石炭製品製造業 石油・石炭製品 石油 電気機械器具製造業 電気機械 電気

プラスチック製品製造業（別掲を除く） プラスチック製品 プラ 情報通信機械器具製造業 情報通信機械 情報

ゴム製品製造業 ゴム製品 ゴム 輸送用機械器具製造業 輸送機械 輸送

なめし革・同製品・毛皮製造業 なめし革・同製品・毛皮 皮革 その他の製造業 その他 そ他

略　　称 略　　称



 

 

４． 各項目の金額は、単位未満を四捨五入しているため、積み上げと合計が一致しない場合があります。 

 

５． 統計表中、「－」は該当数値なし、「０」は四捨五入による単位未満、「▲」は数値がマイナスであることを

表しています。 

 

６． 特定事業所の出荷額等が明らかになるのを避けるため、秘匿箇所に「χ」をつけています。 

 

７． 本書の内容についてのお問い合わせは、下記あてにご連絡ください。 

経済産業省 経済産業政策局 調査統計部 産業統計室 

電  話  ０３（３５０１）１５１１（代表） 内線２８９２ 

０３（３５０１）９９４５（直通） 

所在地   〒１００－８９０２  東京都千代田区霞が関一丁目３番１号 

 

８． 工業統計の調査結果（「産業編」、「品目編」、「市区町村編」、「用地・用水編」、「工業地区編」、「産業細

分類別統計表（経済産業局別・都道府県別表）」、「企業統計編」）及び「我が国の工業」は、インターネッ

トのホームページにも掲載しています。 

ＵＲＬ＝http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/index.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

長期時系列データ等について  
 

 

１． 以下の箇所について、長期時系列における産業分類改訂の制約を受けるため、次頁の表１のとお

り産業を統合して略称を用いています。 

 

・「製造業における工業用水の使用量の現状（産業別）」 

・「事業所数、従業者数、出荷額の上位１０産業の変遷（昭和３０年～）」 

・「産業別にみた事業所数１位都道府県の変遷」 

・「産業別にみた従業者数１位都道府県の変遷」 

・「産業別にみた出荷額１位都道府県の変遷」 

・「各都道府県における事業所数第１位の産業の変遷」 

・「各都道府県における従業者数第１位の産業の変遷」 

・「各都道府県における出荷額第１位の産業の変遷」 

・「工業用水使用量からみた各都道府県順位の変遷」 

・「明治４２年の工場数と昭和３０年、平成２０年の事業所数の比較」（産業別構成、産業別都道

府県順位） 

・「明治４２年の職工数と昭和３０年、平成２０年の従業者数の比較」（産業別構成、産業別都道

府県順位） 

・「明治４２年の生産額と昭和３０年、平成２０年の出荷額の比較」（産業別構成、産業別都道府

県順位） 

 

 

 

 

 

 



 

 

表１ 長期時系列のための産業分類について 

 

 昭和３０年  昭和４０年  昭和５０年  昭和６０年 平成７年 平成１７年 平成２０年 長期時系列

食料品製造業 食料品製造業 食料品製造業 食料品製造業

飲料・飼料・た
ばこ製造業

飲料・たばこ・
飼料製造業

飲料・たばこ・
飼料製造業

飲料・たばこ・
飼料製造業

繊維工業（衣服
および身廻品を

除く。）

繊維工業（衣
服，その他の繊

維製品を除
く。）

繊維工業（衣
服，その他の繊
維製品を除く）

繊維工業（衣
服，その他の繊
維製品を除く）

繊維工業（衣
服，その他の繊
維製品を除く）

繊維工業（衣
服、その他の繊
維製品を除く）

衣服および身廻
品（繊維および
類似品）製造業

衣服，その他の
繊維製品製造業

衣服，その他の
繊維製品製造業

衣服・その他の
繊維製品製造業

衣服・その他の
繊維製品製造業

衣服・その他の
繊維製品製造業

木材および木製
品製造業（家具

を除く。）

木材，木製品製
造業（家具を除

く。）

木材，木製品製
造業（家具を除

く）

木材・木製品製
造業（家具を除

く）

木材・木製品製
造業（家具を除

く）

木材・木製品製
造業（家具を除

く）

木材・木製品製
造業（家具を除

く）

「木材」又は
「木材・木製品」

家具および装備
品製造業

家具，装備品製
造業

家具，装備品製
造業

家具・装備品製
造業

家具・装備品製
造業

家具・装備品製
造業

家具・装備品製
造業

「家具」又は
「家具・装備品」

パルプ，紙およ
び紙加工品製造

業

パルプ，紙，紙
加工品製造業

パルプ，紙，紙
加工品製造業

パルプ・紙・紙
加工品製造業

パルプ・紙・紙
加工品製造業

パルプ・紙・紙
加工品製造業

パルプ・紙・紙
加工品製造業

「紙パ」又は
「パルプ・紙・紙加工品」

出版，印刷およ
び関連産業

出版，印刷，同
関連産業

出版，印刷，同
関連産業

出版・印刷・同
関連産業

出版・印刷・同
関連産業

印刷・同関連業 印刷・同関連業
「印刷」又は

「印刷・同関連業」

化学工業 化学工業 化学工業 化学工業 化学工業 化学工業 化学工業
「化学」又は
「化学工業」

石油および石炭
製品製造業

石油製品，石炭
製品製造業

石油製品，石炭
製品製造業

石油製品・石炭
製品製造業

石油製品・石炭
製品製造業

石油製品・石炭
製品製造業

石油製品・石炭
製品製造業

「石油」又は
「石油・石炭製品」

プラスチック製
品製造業（別掲

を除く）

プラスチック製
品製造業（別掲

を除く）

プラスチック製
品製造業（別掲

を除く）

プラスチック製
品製造業（別掲

を除く）

「プラ」又は
「プラスチック製品」

ゴム製品製造業 ゴム製品製造業 ゴム製品製造業 ゴム製品製造業 ゴム製品製造業 ゴム製品製造業 ゴム製品製造業
「ゴム」又は
「ゴム製品」

皮革および皮革
製品製造業

皮革，同製品製
造業

なめしかわ，同
製品，毛皮製造

業

なめし革・同製
品・毛皮製造業

なめし革・同製
品・毛皮製造業

なめし革・同製
品・毛皮製造業

なめし革・同製
品・毛皮製造業

「皮革」又は
「なめし革・同製品」

窯業および土石
製品製造業

窯業，土石製品
製造業

窯業，土石製品
製造業

窯業・土石製品
製造業

窯業・土石製品
製造業

窯業・土石製品
製造業

窯業・土石製品
製造業

「窯業」又は
「窯業・土石製品」

鉄鋼業 鉄鋼業 鉄鋼業 鉄鋼業 鉄鋼業 鉄鋼業 鉄鋼業
「鉄鋼」又は
「鉄鋼業」

非鉄金属製造業 非鉄金属製造業 非鉄金属製造業 非鉄金属製造業 非鉄金属製造業 非鉄金属製造業 非鉄金属製造業
「非鉄」又は
「非鉄金属」

金属製品製造業 金属製品製造業 金属製品製造業 金属製品製造業 金属製品製造業 金属製品製造業 金属製品製造業
「金属」又は
「金属製品」

はん用機械器具
製造業

生産用機械器具
製造業

業務用機械器具
製造業

度量衡器，測定
および測量機

械，医療機械，
理化学機械，写
真機，光学機械
器具および時計

製造業

計量器，測定
器，測量機械，
医療機械，理化
学機械，光学機
械，時計製造業

精密機械器具製
造業

精密機械器具製
造業

精密機械器具製
造業

精密機械器具製
造業

（業務用機械器具
製造業へ移設）

電気機械器具製
造業

電気機械器具製
造業

情報通信機械器
具製造業

情報通信機械器
具製造業

電子部品・デバ
イス製造業

電子部品・デバ
イス・電子回路

製造業

輸送用機械器具
製造業

輸送用機械器具
製造業

輸送用機械器具
製造業

輸送用機械器具
製造業

輸送用機械器具
製造業

輸送用機械器具
製造業

輸送用機械器具
製造業

「輸送」又は
「輸送機械」

武器製造業 武器製造業 武器製造業 武器製造業 武器製造業
（その他の製造業

へ移設）
（業務用機械器具
製造業へ移設）

その他の製造業 その他の製造業 その他の製造業 その他の製造業 その他の製造業 その他の製造業 その他の製造業

食料品製造業 食料品製造業

　（注）分類名称は当時のものを使用しています。

電気機械器具製
造業

「電気」又は
「電気機械」

「繊維・衣服」

「食料・飲料」

繊維工業

電気機械器具製
造業

一般機械器具製
造業

一般機械器具製
造業

一般機械器具製
造業

食料品製造業

機械製造業
（電気機械器具

を除く。）

機械製造業
（電気機械器具

を除く。）

一般機械器具製
造業

「そ他」又は
「その他」

「一般」又は
「一般機械」

電気機械器具製
造業

電気機械器具製
造業

電気機械器具製
造業



 

 

２． 「事業所数、従業者数、出荷額の推移（産業３類型別、昭和３０年～）」では、表１の長期時系列のための

産業分類を更に「生活関連型産業」、「基礎素材型産業」、「加工組立型産業」の３つに分類して、「産業３

類型」としました。 

 

表２ 産業３類型について 

 

 

（注）長期時系列の産業分類では、昭和３０年から平成７年まで、その他の製造業に武器製造業を統合しまし

たが、産業３類型ではその他の製造業とは区別して、生活関連型産業ではなく加工組立型産業として集

計をしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期時系列の
産業分類

産業３類型
長期時系列の

産業分類
産業３類型

「食料・飲料」 「木材・木製品」

「繊維・衣服」 「パルプ・紙・紙加工品」

「家具・装備品」 「化学工業」

「印刷・同関連業」 「石油・石炭製品」

「なめし革・同製品」 「プラスチック製品」

「その他」 「ゴム製品」

「窯業・土石製品」

「一般機械」 「鉄鋼業」

「電気機械」 「非鉄金属」

「輸送機械」 「金属製品」

生活関連型産業

基礎素材型産業

加工組立型産業



 

 

用語の意味（定義） 
 

 ここでは、工業統計調査で主に用いる言葉の意味を簡単に解説します。なお、工業統計調査は

「暦年」調査ですので、調査期間が１年間となっている場合は１月～１２月の間の数値であり、それ

以外は特に指定のない限り１２月末日現在の数値となっています。  

 

 製造業   

一般的に「工業」と呼ばれているもので、定義としては下記の１、２の両方の条件を備えている（事業所の）

場合をいいます。 

 

１． 主として新製品の製造加工を行う事業所。 

２． 製造加工した新製品を主として卸売する事業所。 

この調査でいう「卸売」とは次の業務をいいます。 

① 卸売業者又は小売業者に販売すること。 

② 産業用使用者（工場、鉱業所、建設業者、法人組織の農林水産業者、各種会社、官公庁、学校、

病院、ホテルなど）に大量又は多額に製品を販売すること。 

③ 業務用に主として使用される商品を販売すること。 

業務用に主として使用される商品とは、事務用機械及び家具、病院、美容院、レストラン、ホテル

などの設備、産業用機械（農業用器具を除く）、建設材料（木材、セメント、板ガラス、かわらなど）

などをいいます。 

④ 同じ企業に属する他の事業所（同じ会社の他の工場、販売所など）に製品を引き渡すこと。 

 

 日本標準産業分類   

統計調査の正確性と客観性を保持し、統計の相互比較性と利用度の向上を図るためには、各種統計基準

の設定が必要ですが、日本標準産業分類はこのような統計基準の一つとして、統計調査の結果を産業別に

表章することを目的として制定されたものです。一般に産業といわれる農業、建設業、製造業、卸売業、小売

業などのほかに、教育、宗教、公務、医療についても定義されています。 

 

 事業所   

事業所とは、一般に工場、製作所、製造所または加工所などと呼ばれているような一区画を占めて主とし

て製造又は加工を行っている所をいいます。 

 

 従業者   

年末現在の個人事業主及び無給家族従業者、常用労働者及び臨時雇用者の計をいいますが、ここでいう

従業者数は臨時雇用者を除いたものです。 

 

１． 個人事業主及び無給家族従業者とは、業務に従事している個人事業主とその家族で無報酬で常時

就業している者をいいます。したがって、実務にたずさわっていない事業主とその家族で手伝い程度

のものは含みません。 

２． 常用労働者とは、次のいずれかのものをいい、「正社員、正職員等」、「パート・アルバイト等」及び「出



 

 

向・派遣受入者」に分けられます。 

① 期間を決めず、又は１か月を超える期間を決めて雇われている者 

② 日々又は１か月以内の期間を限って雇われていた者のうち、その月とその前月にそれぞれ１８日

以上雇われた者 

③ 人材派遣会社からの派遣従業者、親企業からの出向従業者などは、上記に準じて扱います。 

④ 重役、理事などの役員のうち、常時勤務して毎月給与の支払を受けている者 

⑤ 事業主の家族で、その事業所に働いている者のうち、常時勤務して毎月給与の支払を受けてい

る者 

ア．「正社員・正職員等」とは、雇用されている者で一般に「正社員」、「正職員」等と呼ばれている

者をいいます。ただし、他企業に出向している者は除きます。 

イ．「パート・アルバイト等」とは、一般に「パートタイマー」、「アルバイト」、「嘱託」又はそれに近い

名称で呼ばれている者をいいます。 

ウ．「出向・派遣受入者」とは、他の企業から受け入れている出向者及び人材派遣会社からの派

遣従業者をいいます。 

３． 臨時雇用者とは、常用労働者以外の雇用者で、1か月以内の期間を定めて雇用されている者や日々

雇用されている者をいいます。 

 

 製造品出荷額等   

１年間の「製造品出荷額」、「加工賃収入額」、及び「その他収入額」の合計で、消費税及び内国消費税を含

んだ額です。 

 

１． 製造品の出荷とは、その事業所の所有する原材料によって製造されたもの（原材料を他企業の事業

所に支給して製造させたものを含む）を当該事業所から出荷した場合をいいます。また、次のものも

製造品出荷に含まれます。 

① 同一企業に属する他の事業所へ引き渡したもの 

② 自家使用されたもの（その事業所において最終製品として使用されたもの） 

③ 委託販売に出したもの（販売済でないものを含み、当該年に返品されたものを除く） 

２． 加工賃収入額とは、当該年に他企業の所有に属する主要原材料によって製造し、あるいは他企業の

所有に属する製品又は半製品に加工、処理を加えた場合、これに対して受け取った又は受け取るべ

き加工賃をいいます。 

３． その他の収入額とは、上記１及び２以外（例えば、転売収入（仕入れて又は受け入れてそのまま販売

したもの）、修理料収入額、冷蔵保管料及び自家発電の余剰電力の販売収入額など）の収入額をい

います。 

 

（注）本文中では、製造品出荷額等の文言を略して「出荷額」と記載しています。 

 

 

 

 

 



 

 

 付加価値額（粗付加価値額）   

事業所の生産活動によって、新たに付け加えられた価値のことです。なお工業統計調査における付加価値

額の算式は、次のとおりです。   

   

（算式） 

１． 従業者３０人以上 

付加価値額＝製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額） 

            ＋（半製品及び仕掛品年末価額－半製品及び仕掛品年初価額） 

            －（消費税を除く内国消費税額＊１＋推計消費税額＊２） 

            －原材料使用額等－減価償却額 

２． 従業者２９人以下 

 粗付加価値額＝製造品出荷額等－（消費税を除く内国消費税額 

                     ＋推計消費税額）－原材料使用額等 

 

＊１：消費税を除く内国消費税額＝酒税、たばこ税、揮発油税及び地方道路税の納付税額又は納付す

べき税額の合計 

＊２：推計消費税額は、平成１３年調査より消費税額の調査を廃ししたため推計したものであり、推計

消費税額の算出に当たっては、直接輸出分、原材料、設備投資を控除しています（投資控除は従

業者３０人以上の事業所のみ）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


